
 

建物の建築の基準についての 
「都市計画変更」案に関する説明会 

 
大田区東馬込二丁目（補助２９号線沿道地区） 

 
○高度地区の変更 ○防火地域の変更 ○用途地域の変更 

 
日時：平成30年11月19日（月） 
場所：大田区立馬込小学校 
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大田区 

本日の説明項目 

１ 本説明会の主旨 
 
２ 背景と目的 
 
３ 変更を予定している内容 
 
４ 前回の説明会の概要 
 
５ 今後の予定 



１ 本説明会の主旨 
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補助29号線 
（事業中） 

環七通り 

区界 

本説明会 
対象区域 

●東日本大震災の発生 

２ 背景と目的 

木密地域不燃化１０年プロジェクト（東京都、H24.1） 

木造住宅密集地域 

●首都直下地震の切迫性 

重点的・集中的な取組みを推進 
4 



２ 背景と目的 
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不燃化特区・特定整備路線 

特定整備路線 
補助29号線 

東京都「防災都市づくり推進計画」より 

２ 背景と目的 
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◇延焼遮断帯の形成や避難路、救護救援ルートの創出 

特定整備路線 
補助29号線 

特定整備路線補助第２９号線 
（西大井東馬込） 

事業 
期間 

2014年度〜2020年度 

施行 
箇所 

品川区西大井五丁目 
～大田区東馬込二丁目 

延長 
７００ｍ 

（うち大田区内は約１６０ｍ） 

計画 
幅員 

１５〜２４ｍ 
（車道：２車線、自転車道と歩道を整備） 



２ 背景と目的 

補助29号線 道路整備と都市計画によるまちづくりのイメージ 

高さ７ｍ以上の燃えにくい建物（耐火建築物等） 
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◇一定高さの確保と沿道建物の不燃化促進 

道路整備と一体的に整備 

補助29号線整備 

沿道30ｍ 沿道30ｍ 20m(東京都) 

安全な 
避難路・ 
救護・ 
救済ﾙｰﾄ 

延焼被害の 
抑制 

耐火建築物等 
高さ７ｍ以上  

耐火建築物等 
高さ７ｍ以上  

都市計画による 
まちづくり 
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３ 変更を予定している内容 

区域 場 所 

東馬込二丁目６番、

13番、14番の一部 

東馬込二丁目７番、８

番、12番の一部 

東馬込二丁目15番の

一部 

東馬込二丁目７番、８

番の一部 

変更を予定している区域 

区界 

補助29号線 
（事業中） 

環七通り 

横須賀線 
東海道新幹線 

１ 

２ 

３ 

４ 



３ 変更を予定している内容 
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補助29号線沿道30ｍの範囲で都市計画の変更を予定 

◆容積率の見直し（地区①のみ） 
   →D「容積率」の変更 
      区域 

◆高さ７ｍ以上の建物の誘導 
   →A「最低限度高度地区（最低高さ７ｍ）」の変更 
      区域 
   →B「高度地区（最高高さ、北側斜線）」の変更 
      区域 
 
◆燃えにくい建物の誘導 
   →C「防火地域」への変更 
      区域 

≪前回説明会（８月３日開催）からの変更点はありません。 ≫ 

３ 変更を予定している内容 

高度地区とは?・・・・・ 
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建物の高さの制限 

（高さの下限、高さの上限、北側斜線の制限など） 

   ●日照等の居住環境の保全 

   ●まちなみの形成 

   ●延焼遮断帯の形成 

A 最低限度高度地区 



３ 変更を予定している内容 
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赤枠内 
 

最低限度 

高度地区 
７ｍ 

（今回新たに設定） 

最低限度高度地区の変更予定区域 

変更予定 
区域 

A 最低限度高度地区 

補助29号線 
（事業中） 

環七通り 

区界 
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３ 変更を予定している内容 

建築物の例（最低限度高度地区７ｍ） 

 ×：建物高さが７ｍ未満の場合 

 △：建物の一部が７ｍ以上の場合 

 ○：建物高さが７ｍ以上の場合 

A 最低限度高度地区 



３ 変更を予定している内容 

建物の一部が７ｍ以上の場合の建築例 
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７ｍ以上 

指定区域内の 
建築面積の１/２未満 
かつ100㎡未満の 

部分は 
最低限度の制限を 

受けない 

  指定区域内の建築面積の１/２未満で、かつ100㎡未満の 
 場合は、その部分（下図斜線部分）については「最低高さ 
 ７ｍ」の規定は適用されません。 

A 最低限度高度地区 

３ 変更を予定している内容 
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区域① 
第１種高度地区 

区域② 
第２種高度地区 

区域③ 
第３種高度地区 

最高高度（最高高さ、北側斜線）の指定状況（現在） 

区域④ 
第３種高度地区 

B 高度地区（最高高さ、北側斜線） 

区界 

補助29号線 
（事業中） 

環七通り 

横須賀線 
東海道新幹線 



３ 変更を予定している内容 
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最高高度（最高高さ、北側斜線）の指定状況（変更後） 

変更予定 
区域 

区域② 
第２種高度地区 

区域③ 
第３種高度地区 

区域④ 
第３種高度地区 

区域① 
第１種高度地区 
→第２種高度地区 

B 高度地区（最高高さ、北側斜線） 

区界 
補助29号線 
（事業中） 

環七通り 

横須賀線 
東海道新幹線 

３ 変更を予定している内容 

【高度地区の違いについて】 
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区域①（変更前） 区域①（変更後） 

区域② 

区域③ 

区域④ 

 第１種高度地区  第２種高度地区  第３種高度地区 

B 高度地区（最高高さ、北側斜線） 



３ 変更を予定している内容 
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【区域①の変更予定内容】 

区域① 

第１種高度地区 

→第２種高度地区 

B 高度地区（最高高さ、北側斜線） 

３ 変更を予定している内容 
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区域① 
最低限度高度地区７ｍ（新規） 

＋ 
第1種高度地区→ 

第２種高度地区（変更） 

区域③、区域④ 
最低限度高度地区７ｍ（新規） 

＋ 
第３種高度地区（変更なし） 

高度地区の変更予定（最低限高度地区、高度地区）まとめ 

B 高度地区（最高高さ、北側斜線） 
A 最低限度高度地区 

区域② 
最低限度高度地区７ｍ（新規） 

＋ 
第２種高度地区（変更なし） 

区界 

補助29号線 
（事業中） 

環七通り 

横須賀線 
東海道新幹線 



３ 変更を予定している内容 
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高度地区の変更予定（最低限高度地区、高度地区）まとめ 

区域① 区域② 区域③ 区域④ 

第２種高度地区 第３種高度地区 

B 高度地区（最高高さ、北側斜線） 
A 最低限度高度地区 

３ 変更を予定している内容 

防火地域とは?・・・・・ 
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建物の耐火性能に関する制限 

   ●建物の不燃化 

   ●延焼の抑制 

C 防火地域への変更 



３ 変更を予定している内容 
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防火地域への変更予定区域 

 
赤枠内 

 

準防火地域 
（新たな  

防火規制区域） 

↓ 

防火地域 

変更予定 
区域 

C 防火地域への変更 

補助29号線 
（事業中） 

環七通り 

区界 

３ 変更を予定している内容 

準防火地域(新たな防火規制区域) と防火地域の違い 
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１００㎡ 
以下 

１００㎡超 

３階建て 

２階建て 

以下 

耐 火 建 築 物 

準防火地域 
(新たな防火規制区域) 防 火 地 域 種 別 

延べ床面積 

階 数 

５００㎡以下 
５００㎡ 
超 

４階建て 

以上 

耐火建築物 

又 は 

準耐火建築物 

耐火 

 建築物 耐火建築物 

又 は 

準耐火建築物等 

C 防火地域への変更 



３ 変更を予定している内容 

容積率とは?・・・・・ 
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建てられる建物の大きさに関する制限 

 ●延焼の抑制 

 ●容積率により、対象地域の他、周辺地域の 
  市街地環境（景観、日影等）への影響も生じ 
  ることを考慮する必要がある 
 

D 容積率の変更 

３ 変更を予定している内容 
 容積率とは、敷地面積に対する建物の延べ面積の割合 
（指定容積率）を示します。 

【容積率】 
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容積率（％）＝（延べ面積÷敷地面積）×100 
延べ面積＝各階の床面積の合計 
（１階面積＋２階面積＋３階面積） 

容積率計算の例 
  敷地面積  150㎡ 
   １階床面積  90㎡ 
   ２階床面積  80㎡ 
   ３階床面積  70㎡ の場合 
 
容積率 
 （（90＋80＋70）÷150）×100 
              ＝160％ 

D 容積率の変更 

  ただし、前面道路の道路幅員により、制限がかかります。 

  （例）第１種中高層住居専用地域で、指定容積率200％、前面道路幅員が4.5ｍの場合 
     ・前面道路幅員4.5ｍ×40％＝180％ （※前面道路幅員４ｍ未満の場合：一律160％） 

     ・前面道路幅員による容積率180％＜指定容積率200％⇒容積率180％が適用されます 



３ 変更を予定している内容 
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容積率の指定状況（現在） 

区域① 
第１種中高層住居専用地域 

・容積率150％ 

区域② 
第１種住居地域 

・容積率200％ 

区域③ 
第１種住居地域 

・容積率300％ 

区域④ 
近隣商業地域 

・容積率300％ 

D 容積率の変更 

区界 

補助29号線 
（事業中） 

環七通り 

横須賀線 
東海道新幹線 

３ 変更を予定している内容 

26 

容積率の指定 変更予定区域 

変更予定 
区域 

区域② 
第１種住居地域 
・容積率200％ 

区域③ 
第１種住居地域 
・容積率300％ 

区域④ 
近隣商業地域 
・容積率300％ 

区域① 
第１種中高層住居専用地域 

・容積率150％ 
↓ 

・容積率200％ 

D 容積率の変更 

区界 

補助29号線 
（事業中） 

環七通り 

横須賀線 
東海道新幹線 
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３ 変更を予定している内容 D 容積率の変更 

（参考）近隣地域の容積率について 

容積率200％
に変更 

第1種低層 
住居専用地域 

容積率100％ 

第1種中高層 
住居専用地域 

容積率150％ 

第1種住居地域 

容積率150％ 

第1種中高層 
住居専用地域 

容積率150％ 

◆容積率を変更する場合は、 

隣接する地域への影響も考

える必要があります。 

 

◆隣接地域では、容積率

150％となっています。

（第1種中高層住居専用地

域） 

 

◆また、容積率100％の

「第1種低層住居専用地

域」に近接しています。 

 

◆地域全体への影響がなる

べく少なくなるよう、容積

率を200％に変更する案

としました。 
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３ 変更を予定している内容 D 容積率の変更 

（参考）変更予定区域周辺の現在の道路幅員について 

◆変更予定区域周辺では、

道路幅員３～5ｍ程度の、

比較的狭い道路となってい

ます。 

 

◆容積率は、地域ごとに指

定された容積率のほか、前

面道路の幅員によっても制

限があります。 
※住居系用途地域の場合： 
  前面道路幅員(ｍ)×40％ 

 

◆現況の道路幅員なども考

慮した容積率としています。 

28 



４ 前回の説明会の概要① 
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◆素案説明会の際にいただいた主なご質問と回答 
 
Q ：①の区域について、容積率を300％など、より高くできませんか？ 

A ：容積率を変更する際には、隣接する地域への影響も考える必要があります。地域全体への影響 

     がなるべく少なくなるよう、①の区域について、容積率150％を200％に変更する案とさせて 

     いただきました。 
 

Q ：容積率について、前面道路幅員による制限があるが、制限の緩和は

できませんか？ 

A ：前面道路幅員による容積率の制限は、建築基準法で算定方法などの詳細が規定されているもの 

     ですので、制限の緩和は困難です。 
 

Q ：来年の３月に都市計画決定というスケジュールだが、延びることは

ありますか？ 

A ：スケジュールは今後の予定を示しているもので、これで決定しているものではありません。 

     一方、早く都市計画変更してほしいとのご意見も伺っています。 

平成30年８月３日 素案説明会（会場：馬込小学校） 
ご出席者 午後の部（午後５時～６時）14名 夜間の部（午後７時～８時）４名 計18名 

４ 前回の説明会の概要 ② 
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◆素案説明会の際にいただいた主なご質問と回答（つづき） 
 

Q ：建物のごく一部が道路区域にかかる場合、都市計画変更により、 

    なにか対応しないといけないのですか？ 

A ：建物を建替えする場合は、新基準に適合する必要がありますが、建物の軽微な改修で済む場合 

     は、今後将来に建替えを行う際まで、新基準に適合しなくても大丈夫です。改修の規模によって 

     必要な対応が変わる場合がありますので、具体的な計画が決まりましたら、個別にお問い合わせ 

     ください。 
 

Q ：都市防災不燃化促進事業（助成制度）は検討中とあるが、早く始め 

    てほしい。 

A ：助成事業は、耐火性の高い建物を必要とする規制を導入するにあたり、コスト上昇分を支援 

     するための制度です。このため、開始時期は都市計画変更後になります。 

  都市計画変更後、可能な限り早い時期に助成事業導入の手続きを行っていきます。 



  関連事業 

平成32年度までの支援策 

ア 不燃化特区支援制度（実施中） 

●老朽建築物除却助成(特定整備路線沿道) 

区域内で昭和５６年以前の木造建築物などの老朽建築物の全部を除却する
場合、要する費用の一部を助成します。 

●その他 

その他、「専門家派遣支援」、「個人住宅利子補給助成制度（東京都）」があり
ます。詳細は、別紙チラシ記載の連絡先にお問い合わせください。 

●不燃化特区支援税制(東京都) 

不燃化特区内での建替えや老朽住宅を除却して適正に管理する場合、土地
又は建物の所有者に対して、東京都が固定資産税及び都市計画税を５年間
減免する制度です。 
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  関連事業 イ 都市防災不燃化促進事業（検討中） 
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◆沿道の建物の不燃化をさらに促進するため、今後、「都市防災不燃化促進事業」 

 による助成事業を検討しています。 

 <助成内容> 

 ・建築物の建築費用の助成（除却費含む） ・その他仮住居費等の助成 

 ※都市計画変更後、可能な限り早い時期に助成制度導入の手続きを行っていき 

  ます。また、助成制度の詳細（期間、助成対象建築物、助成対象者等）が 

  決まりましたら、改めてご案内します。 

区 

役 

所 



５ 今後の予定 
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５ 今後の予定 

都市計画案の縦覧・意見書の受付 

●都市計画案の図書の縦覧    
  ・縦覧期間 平成30年12月４日（火）～12月18日（火） 午前８時30分～午後５時15分  
  ・縦覧場所 大田区防災まちづくり課（区役所７階 27番窓口） 

   ※期間内に大田区ホームページでもご覧いただけます。 

 

●都市計画案への意見書の受付（区域内に土地や建物の権利をお持ちの方）  
  ・受付期間 平成30年12月４日（火）～12月18日（火）  
  ・受付場所 ①用途地域の変更について（東京都決定） 
          東京都都市計画課（都庁第二本庁舎12階）  
          ②高度地区の変更、防火地域及び準防火地域の変更について（大田区決定） 
          大田区防災まちづくり課（区役所７階 27番窓口）  
  ・意見書には、以下の項目を必ずご記入ください。 
   ①住所・氏名（法人の方は名称と代表者） ②提出理由 ③意見の内容 
   ※意見書用紙は縦覧場所でお渡しできます。また、期間内に大田区ホームページでもダウンロードできます。  

都市計画案の法定図書について、区が定めた期間中に、内容をご覧いただくことができます。 
また、都市計画案への意見書について、区が定めた期間中にお受けします。 
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 お問合せ先 
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◆「都市計画変更案」に関して： 

大田区 防災まちづくり課 市街地整備担当 電 話▶ 03−5744−1338 

FAX▶ 03−5744−1526 

◆「不燃化まちづくり」に関して： 

大田区 防災まちづくり課 市街地整備担当 電 話▶ 03−5744−1338 

FAX▶ 03−5744−1526 

◆「建物の制限」に関して： 

大田区  建築審査課 建築審査担当 電 話▶ 03−5744−1388 

FAX▶ 03−5744−1557 

◆memo 
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